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１．当中間期の業績（２００４年３月１日～２００４年８月３１日） 

(１) 経営成績                                                        金額表示：百万円未満切捨 

 総売上高 前中間期増減率 営業利益 前中間期増減率 経常利益 前中間期増減率

当中間期 232,127 (△11.9％)  9,481 (＋ 7.6％)    8,228  (＋ 34.1％)

前中間期 263,620 (△12.3％)  8,813 (＋129.5％) 6,137 （＋300.4％）

04 年 2 月期 522,918 (△13.9％) 21,122 (＋117.3％) 16,232 （＋222.0％）
 

 中間純利益 前中間期増減率

総 売 上 高

営業利益率

総 売 上 高 

経常利益率 

当中間期 5,826 (△97.4％) 4.1％ 3.5％ 

前中間期 224,897 （ ― ） 3.3％ 2.3％ 

04 年 2 月期 173,901 （ ― ） 4.0％ 3.1％ 

 

(２) 配当状況 

 １株当たり １株当たり 

 中間配当金 年間配当金 
 円   銭 円   銭

当中間期 － － 

前中間期 － － 

04年 2月期 － － 

 

(３) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

当中間期 348,620 百万円     17,923 百万円         5.1％    △  240 円 62 銭 

前中間期 597,941 百万円  △  4,273 百万円         ―    △  244 円 86 銭 

04 年 2 月期 353,554 百万円  △ 47,887 百万円         ―    △1,005 円 23 銭 
期末発行済株式数 普通株式 当中間期 132,359,384 株  前中間期及び 04 年 2月期 57,359,384 株 

優先株式 当中間期  49,772,000 株  前中間期及び 04 年 2月期  9,772,000 株 

※１株当たり株主資本＝（当期末株主資本－当期末発行済優先株式数×発行価額）÷当期末発行済普通株式数 

 

２．２００５年２月期通期の業績予想（２００４年３月１日～２００５年２月２８日） 

総売上高 営業利益 経常利益 

480,000 百万円 19,500 百万円 15,500 百万円 
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３．経営成績及び財政状態 
 

（１） 経営成績 

 

当中間期の成績につきましては、以下の通りとなりました。 

 

・ 総売上高 2,321 億円 前年差△315 億円。 

内訳は、店舗事業△304 億円（閉鎖店舗影響△184 億）、法人外商事業△11 億円。 

なお、当中間期の総売上高増減率は△11.9％ですが、閉鎖店舗を除く既存 17 店舗ベースでの

増減率は△5.4％です。 

 

・ 営業利益 95 億円 前年差＋7億円。 

内訳は、営業総利益（△73 億円）、販売管理費（△80 億円）で、前年増益となりました。 

また、総売上高営業利益率は、4.1％（前年差＋0.8％）となっております。 

 

・ 経常利益 82 億円 前年差＋21 億円。 

 

・ 特別利益 1 億円 

主な内訳は、投資有価証券売却益等です。 

 

・ 特別損失 24 億円 

主な内訳は、固定資産の除却･撤去損等です。 

 

・ 当期純利益 58 億円 前年差△2,190 億円。 

（前年度は、債務免除益を 2,202 億円計上致しております。） 

 

 

（２）財政状態 

 

  当期の財政状態につきましては、以下の通りとなりました。 

 

・ 総資産 3,486 億円 04 年 2 月期差△49 億円。 

主な増減の内訳は、土地△80 億円、投資有価証券△54 億円、未収入金△12 億円、長短貸付金

△24 億円で減少した一方、増資により現預金＋122 億円となっております。 

 

・ 総負債 3,306 億円 04 年 2 月期差△707 億円。 

主な増減の内訳は、企業再生損失引当金△199 億円、債務の株式化･返済等による長短借入金 

△452 億円となっております。 

 

※企業再生損失引当金について

再建を着実に実現するとともに、経営環境の急速な変化に早期対応する為に計上しておりま

す引当金につきましては、今中間期において関係会社株式売却損や非営業資産処分に伴う損

失等に充当する為、199 億円取崩し、残高は 270 億円となっております。 

 

 

― ― ２



 

・ 自己資本 179 億円 04 年 2 月期差＋658 億円。 

 

   ＜自己資本額の推移＞ 
03 年 8 月期 04 年 2 月期 04 年 8 月期 

        △42 億円 △478 億円 179 億円 

      

当期純利益に加え、7月に実施致しました 株式会社みずほコーポレートからの債務の株式化

400 億円と株式会社ミレニアムリテイリングの増資 150 億円 計 550 億円の資本増強により、

債務超過を解消いたしました。 

 

     ※１．私的整理に関するガイドラインに基づく再建計画（03～05 年度）において、目標として

おりました 04 年度での債務超過解消につきましては、今中間期に半年前倒しで実現致し

ました。 

 

     ※２．9月 1 日付の株式交換により、当社は、株式会社ミレニアムリテイリングの完全子会社

となりました。 
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（３）2004 年度下期に対処すべき課題 

2004 年度下期につきましては、次なる成長へ向けた営業体制を整える半期と位置付け、上期からの

重点テーマである営業力修復と仕事の仕方の変革を継続し、顧客からの信頼回復に全力を挙げてまい

ります。顧客からの発想、現場からの発想を重視し、改革のスピードを加速していくべく下記施策に

取り組んでまいります。 

 
・グループとしての取り組み 
  ①ストアオペレーションの継続改善と要員構造の適正化 
  ②パーソナルマーケティングと上得意顧客政策の推進 
  ③商品政策の見直し、シニア・マチュアマーケットへの対応強化 
  ④テナント事業の基盤整備と収益力強化 
  ⑤複合商業施設化の推進 
    
・当社としての取り組み 
１）複合商業施設化の更なる推進 

・店舗構造改善計画の推進  高槻店    ～ ９月全館 
（リニューアル）     筑波店・八尾店～ ０５年春全館 
             池袋店パート１～ ０５年春 

・店舗営業投資による顧客の関心が高い領域・ライフスタイルニーズへの対応力強化 
 

２）シニア・マチュア顧客対応の更なる強化 
・顧客のライフスタイル・買い方に対応した品揃え強化 
・有力ブランド強化による顧客支持拡大と競争力強化 

      ・ソリューション視点でのおもてなし、サービスの拡充 
 

３）パーソナルマーケティングの実践 
・上得意顧客への重点施策の実施、お得意様部門の強化 
・全売場での「私のお客さまづくり活動」サクセスブックの活用 
・おもてなし・サービス向上に向けた基本の徹底 

 
４）売場再編と要員構成の適正化推進 

・売場再編、売場職務再設計による売場運営の強化、効率化の推進 
  ・係長を中心とした現場力、販売力の強化 

 
５）外商事業部の強化 

    ・安定的高収益事業への転換を目指し、建装事業から撤退し得意領域へ傾注 

 

ミレニアムリテイリンググループとして、㈱そごうをはじめとするグループ会社とのシナジー経営を生

かし、更なる企業価値の向上を図ってまいります。 

― ― ４



 

 

比較貸借対照表 

（単位：百万円） 

 

 

前中間事業年度 

（03.8.31） 

当中間事業年度 

（04.8.31） 

前事業年度 

（04.2.29） 

（資 産 の 部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 上 債 権

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２６１，７１７ 

１４，７３０ 

１６，１６４ 

１５，８０２ 

２１，７８９ 

１８６，７０４ 

６，６５２ 

△１２５ 

７０，３２０  

２２，１５８  

１２，８５６  

１４，４５２  

６，０１３  

７，５９３  

７，２８５  

△３９  

６０，９０３ 

    ９，９２８ 

１２，１９５ 

１５，８７２ 

８，３１１ 

 ８，８２６ 

５，８８０ 

△１１３ 

 

固 定 資 産 ３３６，２２４ 

 

２７８，２９９  ２９２，６５０ 

有 形 固 定 資 産

建 物 等

土 地

１６３，７６４ 

６１，６９２ 

１０２，０７２ 

１４０，８２６  

５８，７４２  

８２，０８３  

１４８，７８４ 

５８，６６６ 

９０，１１７ 

無 形 固 定 資 産 ４，０６７ ３，８３３  ３，９２１ 

投 資 等

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 ・保証金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

１６８，３９１ 

７３，０３１ 

２１，９７８ 

４９，８３３ 

２４，３９３ 

△８４６ 

１３３，６４０  

６１，９８３  

１，９８９  

４３，１４２  

２７，３５６  

△８３１  

 

１３９，９４４ 

６７，４２９ 

２，１１９ 

４４，９３８ 

２６，３７４ 

△９１７ 

  

資 産 合 計 ５９７，９４１ ３４８，６２０  ３５３，５５４ 

― ― ５



 
 
 

（単位：百万円） 

 

 

前中間事業年度 

（03.8.31） 

当中間事業年度 

（04.8.31） 

前事業年度 

（04.2.29） 

（負 債 の 部）  

流 動 負 債

買 入 債 務

短 期 借 入 金

未 払 金

商 品 券

企業再生損失引当金

そ の 他  

４８２，４８３ 

３０，２２４ 

１６２，５０６ 

１３，９７５ 

１２，６２９ 

２１７，５６７ 

４５，５７９ 

１９９，３８５  

２６，５５３  

８７，７１２  

２１，７６６  

１０，８０３  

２７，００９  

２５，５３９  

 

２６１，２９４ 

２９，５４７ 

１２２，１５０ 

１８，２１８ 

１１，３０８ 

４７，００３ 

３３，０６６ 

 

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

そ の 他

１１９，７３２ 

１０５，５４５ 

４，４９５ 

９，６９１ 

 

１３１，３１１  

９６，６０３  

１８，５０９  

１６，１９８  

１４０，１４７ 

１０７，４１９ 

１８，９５９ 

１３，７６８ 

 

負 債 合 計 ６０２，２１５ ３３０，６９６  ４０１，４４１ 

（資 本 の 部）  

資 本 金 １０，３４８ ３７，８４８  １０，３４８ 

資 本 剰 余 金 ９，８８６ ３７，３８６  ９，８８６ 

利 益 剰 余 金 △２１，７０９ △６６，８７９  △７２，７０５ 

（うち当期純利益） （２２４，８９７） （５，８２６） （１７３，９０１）

評 価 差 額 金 △２，７９８ ９，５６７  ４，５８３ 

  

資 本 合 計 △４，２７３ １７，９２３  △４７，８８７ 

合      計 ５９７，９４１ ３４８，６２０  ３５３，５５４ 

― ― ６



 

 

比較損益計算書 

（単位：百万円） 

 

 

前中間事業年度 

（03.3.1～03.8.31）

当中間事業年度 

（04.3.1～04.8.31）

前事業年度 

（03.3.1～04.2.29） 

総 売 上 高

不 動 産 賃 貸 収 入

そ の 他 の 営 業 収 入

２６３，６２０ 

１，５９４ 

１，３１１ 

２３２，１２７ 

 １，０７２ 

２，６０９ 

５２２，９１８ 

 ２，２４０ 

４，７９６ 

営 業 収 益 計 ２６６，５２６ ２３５，８０８ ５２９，９５６ 

売 上 原 価 １９９，６２６ １７６，２４０ ３９６，６６０ 

販売費及び一般管理費 ５８，０８７ ５０，０８６ １１２，１７３ 

営 業 費 用 計 ２５７，７１３ ２２６，３２６ ５０８，８３４ 

営 業 利 益 ８，８１３ ９，４８１ ２１，１２２ 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 ４６５ ４１７ ７３０ 

その他の営業外収益 ６７１ １，２５４ １，４８９ 

営 業 外 収 益 １，１３７ １，６７１ ２，２２０ 

支 払 利 息 ３，１５０ ２，３１７ ５，９３９ 

その他の営業外費用 ６６２   ６０８ １，１６９ 

営 業 外 費 用 ３，８１３ ２，９２５ ７，１０９ 

経 常 利 益 ６，１３７ ８，２２８ １６，２３２ 

特 別 利 益 ２２１，３７５ １０４ ２２４，２１８ 

特 別 損 失 ２，５７１ ２，４７０ ６６，４４９ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ２２４，９４０ ５，８６２ １７４，００１ 

法人税、住民税及び事業税      ４３  ３６ １００ 

当 期 純 利 益 ２２４，８９７ ５，８２６ １７３，９０１ 
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